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電波利用の現状と今後の検討の方向性について

平成２０年１０月９日
総務省総合通信基盤局



降雨で弱められる

携帯電話 ＰＨＳ ＭＣＡシステム
タクシー無線 ＴＶ放送 防災行政無線
移動体衛星通信 警察無線 簡易無線
レーダー アマチュア無線 パーソナル無線
無線ＬＡＮ（2.4GHz帯） コードレス電話
無線アクセス（2.4GHz帯） ＩＳＭ機器 電子タグ

ＵＨＦ

ＦＭ放送(コミュニティ放送) ＴＶ放送
防災行政無線 消防無線 列車無線
警察無線 簡易無線 航空管制通信
無線呼出 アマチュア無線 コードレス電話

ＶＨＦ

船舶・航空機無線 短波放送
アマチュア無線 電子タグ

短波

マイクロ波中継 放送番組中継
衛星通信 衛星放送
レーダー 電波天文･宇宙研究
無線ＬＡＮ（5GHz帯）
無線アクセスシステム(５、22、26GHz帯等)
狭域通信システム ＩＳＭ機器

マイクロ波
船舶通信 中波放送（ＡＭラジオ）
アマチュア無線 船舶･航空機用ビーコン

中波

電波天文 衛星通信
簡易無線 レーダー

ミリ波

船舶･航空機用ビーコン
標準電波 電子タグ

長波

波長
周波数

超長波
ＶＬＦ

長 波
ＬＦ

中 波
ＭＦ

短波
ＨＦ

超短波
ＶＨＦ

極超短波
ＵＨＦ

マイクロ波
ＳＨＦ

ミリ波
ＥＨＦ

サブミリ波

10km
30kHz
(3万ﾍﾙﾂ)

1km
300kHz
(30万ﾍﾙﾂ）

100m
3MHz

(300万ﾍﾙﾂ)

10m
30MHz
(3千万ﾍﾙﾂ)

1m
300MHz
(3億ﾍﾙﾂ)

10cm
3GHz
(30億ﾍﾙﾂ)

1cm
30GHz
(300億ﾍﾙﾂ)

1mm
300GHz
(3千億ﾍﾙﾂ)

0.1mm
3000GHz
(3兆ﾍﾙﾂ)

100km
3kHz
(3千ﾍﾙﾂ)

利用技術の難易度

伝送できる情報量

電波の伝わり方

難しい

大きい

直進する

国際電気通信連合(ITU)による周波数の国際分配の決定(無線通信規則等)

↓
国際分配に基づく国内分配の決定(総務省・周波数割当計画等)

主な利用例

小さい

障害物の後ろに回り込む

易しい

我が国の電波の利用状況
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ﾓﾊﾞｲﾙｵﾌｨｽ、ﾓﾊﾞｲﾙﾎｰﾑ

有線ブロードバンドの代替
（過疎地等でもブロードバンド通信を実現）

次世代情報家電

我が国の電波利用の変遷 ～無線局数及び主な利用の推移～

公共利用（放送、船舶・
航空による保安通信、
防災通信等）が中心

電気通信事業への民間
参入が可能となり､電波の
民間利用が急速に拡大

・携帯電話、１億加入超
３G移行（約90%）が進展
・無線アクセスシステムの
普及

１９５０年 １９８５年 ２００８年
ユビキタスネット社会に
における多様な電波利
用（新たな電波利用

ニーズの拡大）

今後

側方車

先行車

～１００ｍ

側方車

側方車

先行車

～１００ｍ

側方車

側方車

先行車

～１００ｍ

側方車

（新たな電波利用の例）

５，１１８局

約１億８２３万局

移動局 約1億6１０万局

固定局 約10.４万局

その他 約200万局

衛星通信

防災通信

消防署等

地方公共団体等

海上通信

放送

無線ＬＡＮ

携帯電話・携帯ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

固定マイクロ回線

約３８１万局

移動局 約107万局

固定局 約3.8万局
放送局 約2.4万局

その他 約268万局 放送局 約2.4万局

移動局 4,19５局

固定局 5５２局
放送局 ８０局
その他 ２９１局

安全・安心ＩＴＳ
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社会インフラとして様々な分野での電波利用の推進

次世代情報家電、ホームネットワーク物流管理・食の安全性

電子タグによる物流管理、食品のトレーサビリ
ティの高度化・効率化等を実現

・バス位置情報管理システム
・観光情報提供システム

地域ワイヤレスシステム

ワイヤレス家電システムの導入を実現

医療

健康管理の効率化、新たな診察技術の実現

ＩＴＳ

事故を未然に防止する安心･安全な高度化ＩＴＳ
の導入を実現

ロボット

電波による対象物の認知、姿勢制御等
の高度なセンサ技術、遠隔制御技術の
実現

電子マネー・料金収受 公共分野、安全・安心海のマルチメディア

携帯電話等による電子決済、ガス残量・使
用量の確認等料金収受の効率化

海上航行の安全性を高めるブロード
バンド通信の実現

新たな電波利用を実現するための利用技術の実現、促進方策等への対応

様々な分野での
電波利用の推進
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○情報通信産業は名目国内生産額の約1割を占めており、全産業の中で最大規模の産業。
○実質GDP成長率に対する情報通信産業の寄与率は平成18年には37.0％となっており、経済成長に対する影響
は大きい。

主な産業の名目国内生産額
（平成18年）

実質GDP成長率に対する
情報通信産業の寄与度の推移

（出典）「ICTの経済分析に関する調査」

実質ＧＤＰ成長の
約４割をＩＣＴ産業
が牽引

注：情報通信産業とは、通信業、放送業、情報サービス業、映像・音声・文字情報制作業、情報通信関連製造業、情報通信関連サービス業、情報通信関
連建設業、研究の８部門からなり、「情報の生産・加工・蓄積・流通・供給を行う業並びにこれに必要な素材・機器の提供等を行う関連業」である。

ＩＣＴ産業と経済成長
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（出典）「ICTの経済分析に関する調査」

情報通信産業
95.2兆円

9.8%

鉄鋼
27.3兆円
2.8%

電気機械（除情報
通信機器）
33.4兆円
3.5%

輸送機械
58.3兆円
6.0％

建設（除電気通信
施設建設）
64.3兆円
6.6%

卸売
59.0兆円
6.1%

小売
32.0兆円
3.3%

運輸
38.4兆円
4.0%

その他の産業
559.7兆円
57.8%

全産業の名目国内生産額

（平成 18年）
967.6 兆円
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39.3 38.9 39.2
37.4 38.8

情報通信産業・電波産業の市場規模

５

（見込み）

（兆円）

出典：平成１９年「電波産業調査統計」（社）電波産業会

移動無線通信産業

放送事業

コンテンツ制作業

無線通信・放送機器製造業

情報通信産業全体
３８．８兆円

電波産業全体
１８．２兆円

注：本頁で示す情報通信産業は、電気通信事業、放送事業、ソフト制作業、情報通信・放送機器製造業からなる。前頁で示す情報通信産業に含まれる、
郵便、新聞、出版、情報通信関連サービス業、研究等は含まれていない。



第２世代

無線アクセス

2000年 2010年

無線LAN

11Mbps 54Mbps 100Mbps 1Gbps
超高速
無線LAN

第３世代

高速化

高速移動時 100Mbps
低速移動時 1Gbps

第４世代
（IMT-Advanced）

広帯域移動無線アクセスシステム

音声 インターネット接続

第3.5世代

～数kbps ～384kbps ～14Mbps 100Mbps超

（ADSL同等）音楽、ゲーム等サービスの高度化

携帯電話

現在

広域化
モバイル化

(光ファイバと同等)

高速化

移動通信システムの高度化に向けた展開

現在

（20～30Mbps）

次世代PHS：ウィルコムが来年４月よりサービス開始予定

WiMAX ：UQｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞが来年２月よりサービス開始予定

モビリティ・通信品質等に優れた携帯電話系システムと、高速性・コスト面等で先行する無線LAN系の双方のシステムが各々
発展してきており、両者の特色をとりこみつつ、第４世代等の新たな移動通信システムの検討が進展。

2008年中に国際標準化完了予定

2010年頃のサービス開始を想定

2011年頃の完了を目指し
国際標準化作業中

我が国では、NTTドコモ橋本氏が

ITU-R(※) ＳＧ５議長として、標準化

活動に参画

PDC（日本）
GSM（欧州）
cdmaOne（北米）

W‐CDMA
CDMA2000
（世界共通）

第3.9世代

6

※）電気通信分野における国際連合の専
門機関である国際電気通信連合(ITU: 
International Telecommunication 
Union)の無線通信部門(ITU-
Radiocommunication Sector)



2008年度末時点
約1, 10,272万人
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1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

（万人）

（年度）

1979年12月
自動車電話
サービス導入

1994年4月
端末売り切り制導入

1988年12月
NCC参入

1993年
第２世代携帯
電話(800MHz帯
デジタル自動車
電話(PDC))導入

1994年
第２世代携帯電話

(1.5GHz帯
デジタル自動車電
話（PDC）)導入

2004年
第３．５世代携帯電話
(800MHz帯,2GHz帯
W‐CDMA（HSDPA, 
16QAM））導入

1998年
第２世代携帯電話
(cdmaOne)導入

携帯電話（自動車電話を含む）加入者の伸びと技術の進展

（加入者数：平成10年度情報通信白書及び（社）電気通信事業者協会資料調べ）

1985年4月
電気通信制度改革
（ＮＴＴ民営化）

2002年
第３世代携帯電話
(800MHz帯、2GHz帯
cdma2000 1x)導入

2001年
第３世代携帯電話
(2GHz帯W‐CDMA)

導入

1999年2月
携帯インターネット
接続サービス開始

1989年
自動車電話

(TACS方式)導入

1988年
大容量自動車電話

導入
(周波数ナロー化）

1985年
ｼｮﾙﾀﾞｰﾎﾝ導入
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携帯電話加入数の推移
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（百万加入）

85.8%

1999年
携帯インターネット
接続サービス開始

イ

ン
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ト

接

続

携

帯

電

話

加

入

数

88.8%

～TCA調べ～ （年度末）

1996 1998 2000 2002 2004

2008.8
2006 2007

イ

ン

タ

ー

ネ

ッ

ト

接

続

2001年
IMT-2000サービス開始

2008年8月末現在 加入数
・携帯電話 約１０，４４３万加入
・インターネット接続 約８，９５６万加入
・第３世代携帯電話 約９，２６９万加入
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344 541 969
1,542

2,583
3,292

809
930

1,183

1,646

1,928

2,708

40
238

441

886

1,113

1,231

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年

物販系 サービス系 トランザクション系

957 1,101 1,167 1,048 843 559

1 28 201 562 759 1,074201
270

412
589 748 848

154
189

225

236
248

227

410
458

492

576
836

1,122

0

1,000

2,000

3,000

4,000

2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年

着メロ系 着うた系 モバイルゲーム 電子書籍 占い 待受系 その他

【モバイルコンテンツ市場の推移】
（億円） （億円）4233億円 7231億円

モバイル関連市場の成長

・携帯電話の機能の進化に合わせ、携帯電話を音声通話以外の用途に使う機会が増加。
・モバイルコンテンツ市場、モバイルコマース市場は携帯電話の進化に合わせて成長を続け、今後もモバイル関連市場の成長が期待される。

今後のモバイル関連市場（モバイルコンテンツ、モバイルコマース）の需要予測

【モバイルコマース市場の推移】

野村総合研究所「これから情報・通信市場で何が起こるのか ＩＴ市場ナビゲータ２００８年版」（H20.１）
→モバイルコンテンツは「携帯電話を使用して有料コンテンツを配信するサービスの売上。（年ベース）」 、
モバイルコマースは「携帯電話、スマートフォン、ＰＤＡを用いたインターネット経由の商品・サービスの販売市場。
モバイルコンテンツ市場、 音楽配信市場は含めない。（年度ベース）」 9

（億円）

3655 3963 4767 5193 7060

9326
11767

14499
17530

20837

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

2008(推計値） 2009（推計値） 2010（推計値） 2011（推計値） 2012（推計値）

モバイルコマース

モバイルコンテンツ

15730

27897
23443

19266

12981

総務省「モバイルコンテンツの産業構造実態に関する調査結果（H20.7.18報道発表）

※

(※装飾ﾒｰﾙ、静止画、動画、待ちうた等)



携帯電話のデータ通信のトラヒック動向

1,000

0

2,000

3,000

4,000

5,000

ＰＤＣ １人あたりの１日の使用パケット数
【月間平均値】

１日の使用パケット数(パケット／人)

2月 8月 2月 8月 2月 8月 2月 8月 2月 8月 2月 8月

1999年2月
iモード
開始

2001年10月
FOMAサービス
開始

ＦＯＭＡ１人あたりの１日の使用パケット数
【月間平均値】

2004年6月
定額サービス
開始
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音声

データ
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ERL（音声） Gbps（データ）

データ通信のトラヒックについては、2010年時点で、2007年の約４倍に増加すると予測。
（同期間で音声のトラヒックは約20％の増加に留まると予測）

※ NTTドコモの例
ワイヤレスブロードバンド推進研究会 最終報告書（平成17年12月）より

※最繁時の携帯電話のトラヒックの推移
（2008年現在。2009年以後は予測値） 10



移動通信システムのネットワーク展開イメージ

第２世代

第３世代

①2001年頃（第３世代導入時）

第２世代

第３世代 3.5世代

②2008年頃（現在；3.5世代拡張期）

3.5世代
第３世代

3.9世代

第２世代

③2010年頃（3.9世代導入期）

3.5世代

④201x年（第４世代導入期）

3.9世代

第４世代

⑤202x年（第４世代普及
期）

（第３世代を吸収）

IPネットワーク化

装置の追加

第４世代

3.9世代
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展開

700MHz 800MHz 900MHz 1.5GHz 1.7GHz 2GHz 2GHz 2.5GHz 3.4-3.6GHz 3.6-4.2GHz
4.4-4.9GHz

FDD方式 TDD方式 第４世代移動通信

現

状

今

後

地上テレビ
放送に使用中

第2世代に使用中 第3世代に使用中 第3世代に使用中 広帯域移動無線
アクセスシステム

(BWA)に使用

固定通信など
に使用中

固定通信に
使用中

・ＮＴＴドコモ
PDC

・ＫＤＤＩ
CDMA2000
(含EV-DO)

・ソフトバンク
PDC
※2010年3月末
までに終了予定

・ＮＴＴドコモ
W-CDMA
(含HSPA)

・イー･モバイル
W-CDMA
(含HSPA)

・ＮＴＴドコモ
W-CDMA
(含HSPA）

・ＫＤＤＩ
CDMA2000
(含EV-DO)

・ソフトバンク
W-CDMA
(含HSPA)

・UQ Com
（ワイヤレスブロード
バンド企画）

WiMAX

・ウィルコム
次世代ＰＨＳ

WRC-07で
IMT用周波数
として特定

（最大200MHz）

国際的なIMT用
周波数として４Ｇ
を導入予定

IMT用周波数
として４Ｇを
導入予定

TDD方式の
移動通信
システムを
導入予定

第2世代から第3世代に移行

情報通信審議会
において技術的
条件答申
（2008年7月）

固定通信などの
周波数の移行を
推進

固定通信などの
周波数の移行を
推進

3.9世代の
導入用
周波数帯に
想定700MHz 800MHz 900MHz

第3世代に使
用

移行・集約

ペアで使用
（2012年7月以降）

（60MHz）

今後検討

携帯電話などに対する周波数割当ての現状と将来

展開展開
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人工衛星の周波数・軌道の現状

○各国の衛星計画は増大の傾向

○隣接軌道・同一周波数帯に多数の衛星計画

衛星の軌道
・周波数の逼迫

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

日本上空近傍（東経９０度～１８０度）
の静止衛星計画数
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年間計画数
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日本上空近傍の静止軌道の逼迫状況の例(Kuバンド)
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周波数の移行・再編に向けた具体的な取組

電波の利用状況
調査・評価の実施
（毎年度）

周波数再編アクション
プランの策定
（毎年度）

周波数割当計画
の策定

新たな電波利用
システムの導入

周波数移行・再編のサイクル

○新たな電波利用システムが導入できる周波数を確保するため、毎年、電波の利用状況を

調査･評価。また､周波数の移行･再編の方向性を示す周波数再編アクションプランを策定。

○ この結果等に基づき、総務大臣が周波数割当計画を策定。

14



○ デジタル化等により周波数の利用効率を高め、

①収容数を拡大し、ニーズの増加に対応、②空いた周波数を利用して、新たな電波利用システムを導入

できるよう、中長期の周波数割当の抜本的見直し方針を立て、周波数割当計画を随時変更。

○ 今後とも、新しいシステムの導入、周波数需要増に対応したダイナミックな周波数再編・移行を行っていくことが必要。

・H18年3月、従来からの135kHz帯、13.5MHz帯及び2.4GHz帯等に加え、950MHz帯システムを追加【実施済】
・H18年12月、国際物流で使用される433MHz帯システムを導入【実施済】RFID(電子タグ)

周
波
数
割
当
計
画
の
変
更
に
よ
り
具
体
化

【周波数の再編・移行の進捗状況】

・ﾏｲｸﾛ波帯(3.4～4.8GHz､7.25～10.25GHz) → 【実施済】H18年8月、通信用途のＵＷＢシステムを導入UWB

・VHF/UHF帯→ 【実施中】TVのデジタル化完了(H24年7月)後、電気通信業務用、自営通信用に空き周波数の

一部を再配分

・800MHz帯→ 【実施中】 第3世代携帯に再配分するため、地域防災無線(H23年5月まで)、空港無線電話(H22

年5月まで)を移行中

・1.5GHz帯 → 【実施済】H19年5月、既存の第2世代携帯用周波数を第3世代携帯用へ再配分

・1.7GHz帯→【実施済】 H17年11月、公共業務用無線局を移行し、空き周波数を第3世代携帯用へ再配分

・2GHz帯 →【実施済】 H17年11月、公共業務用無線局を移行し、空き周波数を第3世代携帯用へ再配分

・2.5GHz帯→【実施済】 H19年8月、WiMAX等広帯域移動無線アクセスシステムへ配分

・4G/5GHz帯→ 【実施中】電気通信業務用へ再配分するため、電気通信事業者の固定マイクロ回線を移行中 等

・約270MHz幅（H15年時点）

・約340MHz幅（H20年目標）
約500MHz幅（H20年実績）

移動通信システム

・4.9～5.0GHz帯 →【実施済】 H14年9月、固定マイクロ回線(電気通信業務用)を移行し、空き周波数を無線

LAN用へ再配分

・5.25～5.35GHz帯 →【実施済】 H17年5月、気象レーダー(公共業務用)の狭帯域化及び共用技術により生じ

た空き周波数を無線LAN用へ再配分

・5.47～5.725GHz帯→【実施済】 H19年1月、国等のﾚｰﾀﾞｰと無線LAN機器の電波干渉を回避する技術により生じ

た空き周波数を無線LAN用に再配分 等

・約160MHz幅（H15年時点）

・約480MHz幅（H20年目標）
約515MHz幅（H20年実績）

無線LAN

周波数再編・移行の進捗状況

・UHF帯 →【実施中】TVのデジタル化完了(H24年7月）後、ITS用に空き周波数の一部を再配分ITS(高度道路交通システム)
15



90～108MHz帯 170～222MHz帯
470～770MHz帯

アナログ
テレビ放送

アナログ
テレビ放送

アナログテレビ放送
デジタルテレビ放送

【デジタル化後】

【現在の周波数利用状況】

108 170 202.5 207.5 222

710～770MHz(2012年～）

715 725 730 770

170～222MHz90～108MHz

90

デジタルテレビ放送
（13～52ch）

90 108 170 222 710 770

地上テレビ放送デジタル化後の空き周波数の有効利用

移動体向け
ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ
放送等

携帯電話
ITS (Intelligent Transport Systems)・

安全運転支援システム

警察・消防・
防災無線等
（自営通信）

【2011年以降の周波数再利用】
周波数割当計画（平成11年郵政省告示第746号）の変更(平成19年12月6日）
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1ch 3ch 4ch 12ch 13ch 62ch

62ch
↓

40ch

移動体向け
ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ
放送等



新たな放送の展開
ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ放送

防災などでの活用より安全な道路交通
社会の実現（ITS）

携帯電話サービス
の充実

携帯端末に向けてさま

ざまな情報を提供する新た

な放送を実現

・「いつでも、どこでも」

テレビの視聴を可能に

・災害時でも確実に災害情

報を受信可能

・地域のきめ細かな情報の

提供が可能

安全・安心な社会の実現に

必要なブロードバンド移動通

信システム

・事故や災害現場の映像情報
（被災地や避難所⇔災害対策本部）

・救急患者の容態に関する映像

情報やデータ
（救急車・現場⇔病院・医師）

・現場の対応指揮に必要な

情報・データ
（災害対策本部⇔現場・車両）

出会い頭の事故防止シス

テム用等に電波を確保

・見通しの悪い交差点などで

の衝突事故を回避
（車と車の通信）

・路側機等からの情報提供に

より追突事故を回避
（道と車の通信）

等により交通事故を未然防止

増え続ける携帯電話の

電波ニーズに対応

・より多くの人が携帯電話

を利用可能

・大容量のデータ送信など高

度な機能も実現可能

等により携帯電話の利用が

一層便利に

治安維持

消防・救急

災害対策等

警告ブザー
でお知らせ

（参考）デジタル化により再分配する電波の各用途のイメージ
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30M

150M

400M

50G

1950年 1960年 1970年 2010年2000年1990年1980年

1976  20G帯固定

2000 60G帯
無線アクセス

1G

(Hz)

5G

10G

1979  無線呼出
(280M帯)

1990  MCA
(1.5G帯)

1995 ＰＨＳ
(1.9G帯)

1961  6G帯固定
1954  4Ｇ帯固定

1961  11G帯固定

1957  2G帯固定

1950  警察無線(30M帯)

1953  タクシー無線
（60M帯,150M帯)

1999 加入者系
無線アクセス
(22G帯/26G帯

/38G帯)

1960  列車無線
(400M帯)

1979  自動車電話
(800M帯)

固定系

移動系

1994  携帯電話
(1.5G帯)

2001 IMT-2000
(2G帯)

1983  30/20G帯
固定衛星

1983  6/4G帯
固定衛星

1989  14/12G帯
固定衛星

1995  2.6/2.5G帯
移動衛星

周
波
数

未利用周波数帯開発・導入

1968  地上テレビ放送
(UHF帯)

1953  地上テレビ放送
(VHF帯)

1989  12G帯
衛星放送

2007
広帯域無線
アクセス
システム
(2.5G帯)

2005  無線LAN
(5G帯)

2006  UWBシステム
(3.4-4.8G帯
/7.25G-10.25G帯)

2003  地上テレビ放送
(UHF帯)

デジタル化

2007  電子タグ
(950M帯)

移動系による使用のため、より高い周波数
帯域を利用するシステムの開発・移行

高い周波数への移行を
促進する技術の研究開発
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比較的ひっ迫度が低い

3GHz 6GHz
〔低マイクロ波帯〕 〔高マイクロ波帯〕

《周波数帯》

〔長・中・短波〕

30MHz 30GHz
〔ミリ波帯〕

【電波の逼迫度】

ひっ迫度が高い

〔ＶＨＦ帯〕 〔ＵＨＦ帯〕

周波数の共同利用を促進する技術の研究開発

周波数を効率的に利用する技術の研究開発

極めて稠密に利用されている電波の逼迫状況を緩和し、新たな周波数需要に的確に対応するための研究開発
を実施。

電波資源拡大のための研究開発の概要

OFDM
2.4GHz

通信方式の選択、
切り替え

2.4GHz帯の
OFDMシステ
ムに切替えて
通信

2.4GHz帯のOFDMシステ
ムなら、空きチャネルがあ
り、最適な伝送速度も確保

可能

ハードウェアに変更を加えることなく、ソフトウェア処理により
複数の通信システムを効率的に切り替える技術

19

【ソフトウェア無線】

高い周波数への移行を促進する技術の研究開発

ＶＨＦ・ＵＨＦ帯 低マイクロ波帯 高マイクロ波帯

既存の無線システム 既存の無線システム
既存の無線システム

周波数移行を促進

ミリ波帯６GHｚ

高性能・小電力・低廉
価・大量生産可能な無
線通信システム

６GHｚ以下の周波数の逼迫状況を低減するために、６GHｚ以下で使用
されている無線システムを比較的逼迫の程度が低い高マイクロ波帯や未
利用周波数帯（ミリ波帯）へ移行するための技術

【ミリ波帯無線通信技術】

無線端末自身が自動的に周囲の
電波利用環境を把握し、最適な
変調方式、伝送速度、電力等を
自立的に選択する技術

広帯域な周波数帯

使用中 使用中

使われていない周波数

現在割り当てられている無線システムに必要な周波数帯域を
圧縮することにより、電波の効率的な利用を図る技術

【コグニティブ無線】



妨害源推定地へ出動

申告

妨害源の特定

電波監視システムにより

妨害源の推定

（複数の方位測定用センサ局を
総合通信局等で集中制御）

不法無線局探索車による調査

重要無線通信妨害の発生

妨害電波の発射停止を命令

（告発または行政指導等の措置）

対策の概要（電波監視体制の強化）

１ 混信障害申告に基づく適確な対応
関係免許人等との連携を図りつつ、近年増加し、複雑化する
混信・妨害を最優先で排除するとともに、その原因の究明及び
効果的な再発防止策を推進

２ 重要イベント等での監視体制の強化
（北海道洞爺湖サミット等）
北海道洞爺湖サミット会合(H20.7.7～9)等重要イベントの開催
に伴う事案の発生に万全を期すため、全国の監視職員を動員
するとともに、本省に「総合対策本部」を、また総合通信局等に
「対策実施本部」を設置するなど、監視体制を強化し対応

無線局への混信・妨害申告件数の推移

429

1,205

566

1,533

592

1,711

670

1,991

684

2,344

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

その他

重要無
線通信

１４ １５ １６ １７ １８ （年度）

（件数）
3028

1634

2099
2303

2665

重要無線通信妨害対策（安心・安全な国民生活を守る電波監視）
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ＩＣＮＩＲＰ等）

国際ガイドラインと同等の基準値を採用

① 電波防護指針（平成2年／平成9年：電気通信技術審議会答申）

② 携帯電話の基地局・放送局等について、電波防護の観点から、
基準値を超える場所に人が容易に近づけないようにするための安
全施設の設置を義務付け（電波法施行規則 平成11年10月施行）

③ 携帯電話端末等について、電波の人体への吸収量（SAR）に関
する基準値の遵守を義務付け（無線設備規則 平成14年6月施行）

我が国の電波防護指針等

電波の人体及び医療機器等に与える影響に関する取組

人体に与える影響に関する取組

調査結果を反映

携帯電話端末を含む各種電波利用機器（※）が植込み型医療機器
へ及ぼす影響について継続的に調査を実施し、影響を防止するため
の指針を平成１７年から公表。

900MHz 1.5GHz

SARの値 高い 低い

（※ 携帯電話、ＰＨＳ、ワイヤレスカードシステム、万引き防止装置、電子タグ等）

【頭部側断面のＳＡＲ分布】（※ SAR: Specific Absorption Rate（比吸収率））

医療機器に与える影響に関する取組

世界各国の研究成果及び関係国際機関（ＷＨＯ、ＩＣＮＩＲＰ等）の動向を踏まえ、人体に影響を及ぼさない電波の
強さに関する「電波防護指針」を策定。

携帯電話、ＰＨＳ等

22cm以上離す １m以上離す

一部の電子タグシステム

【安全施設】

国内の取組 国際的な取組

① 動物実験、疫学調査等による生体の安全性評価等に関する調査を実施。

② 平成9年度より10年間にわたり「生体電磁環境研究推進委員会」 （委員長：上野照剛
九州大学大学院特任教授）を開催。平成19年4月に委員会最終報告書を公表。

③ 平成20年6月から「生体電磁環境に関する検討会」（座長：大久保千代次 明治薬科大
学客員教授）を開催。

電波の人体への影響の調査

電波の人体への影響について、科学的知見

に基づき、十分な安全率を考慮した基準値

を国際ガイドラインとして策定。

連携

国際非電離放射線防護委員会（ICNIRP）等

（国際ガイドラインを策定。)

科学的知見をより一層深めるために、各国

の参加を得て国際的な研究プロジェクトを

推進。

世界保健機関（WHO）

報告･見解
を反映

調査結果
の寄与

同等の
基準値
を採用
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電波利用の一層の高度化に向けた取組の基本的枠組

２０１０年代の電波利用ビジョンの策定

電波を取り巻く環境の変化
・電波利用ニーズの拡大
・技術の革新研究開発・国際標準化

の推進
・新たな無線通信システムの導入のため
の電波有効利用技術の開発
・国際競争力強化のための国際標準化
等の推進

利用環境の整備
・全国各地で携帯電話等の利活用を
可能とする電波環境の構築
・電波監視や人体への影響を考慮した
安心・安全な電波環境の構築

周波数の移行・再編
・周波数の逼迫や、携帯電話の高度化等に
対する新たな周波数の確保
・必要な周波数を確保するための周波数移行・
再編の実施

世界最先端のワイヤレスブロードバンド社会等を構築するため、①周波数の移行・再編、②利用環境の整
備、③研究開発・国際標準化の推進を一体的に取り組むことが必要。
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電波利用の質・量の爆発的拡大

・今後１０年間で、トラヒックは現在の
百倍以上の規模へ拡大
・様々なメガ級コンテンツが自在に
流通する時代

コグニティブ無線通信技術、ソフト
ウェア無線通信技術等、新しい無
線通信技術を利用したシステムや
サービスの実現

ワイヤレスと家電との融合、地域
活性化、環境問題への対応等、新
たな分野での電波利用の出現

地デジ移行完了後の2010年代の新
しい電波利用システムやサービスの
具現化とその実現に向けた電波有
効利用方策の検討

◇ダイナミックな利用電波の移行・再
編のシナリオ

◇新たな電波資源や電波有効利用技
術に関する研究開発ロードマップ

◇新しいシステムやサービスの円滑
な導入を実現するための環境整備

2010年代の
電波有効利用方策

「電波政策懇談会」の開催について

最終とりまとめ

・無線通信技術の開発・実用化動向
・国際動向
・新サービス等の普及予測
・周波数需要予測
・経済社会的効果 等

（地域経済、企業の生産性、
安心・安全な生活、環境問題
等）

2010年代の新しい電波利用
システムやサービスの将来像

【検討の背景】

2010年代の電波利用システムやサービスの将来像と電波有効利用方策の検討

08年/10月
09年/6月
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平成20年 平成21年
10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

「電波政策懇談会」の開催スケジュール（案）

２０１０年代の電波有効利用方策の検討
２０１０年代の新しい電波利用サービスや

システムの将来像の検討

第１回
・懇談会の開催
（開催要項承認、
座長等選任、
部会の開催）

・電波利用・電波政策の
現状等

第２回
・2010年代の新しい
電波利用サービスや
システムの将来像

第３回
・ 2010年代の新しい
電波利用サービスや
システムの将来像

第４回
・2010年代の電波利用
サービス/システムの
経済社会的効果につ
いて

・電波有効利用方策に
ついて

第５回
・電波有効利用
方策について

第７回
・とりまとめ

電波政策懇談会

第６回
・最終報告書（案）

一般からの意見募集

将来像の検討

電波利用システム
将来像検討部会
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